
平成21年 7月 6日

社会福祉施設等調査及び介護サービス施設・事業所調査   
・

における民間競争入札実施要項

1 趣旨
. 競争の導入による公共サービスの改革に関する法律 (平成18年法律第51号。以下「法」
という。)に基づく競争の導入による公共サービスの改革については、公共サービス

による利益を事受する国民の立場に立って、公共サービス全般について不断の見直し

を行い、その実施について、透明かつ公正な競争の下で民間事業者の創意と工夫を適

切に反映させることにより、国民のため、より良質かつ低廉な公共サービスを実現す

ることを目指すものである。

前記を踏まえ、厚生労働省は、公共サービス改革基本方針 (平成20年 12月 19日 閣議

決定)別l表において民間競争入札の対象として選定された社会福祉施設等調査及び介

護サービス施設・事業所調査に係る統計調査関連業務について、公共サービス改革基

本方針に従つて、本実施要項を定あるものとする。

2 社会福祉施設等調査、介護サービス施設口事業所調査の辞細な内容及びその実施に当
たり確保されるべき質

(1)社会福祉施設等調査、介護サービス施設・事業所調査の概要等

①社会福祉施設等調査                      ・

社会福祉施設等調査は、社会福祉施設等の定員、在所者、従事者の状況等を把握し、

社会福祉行政推進のための基礎資料を得るとともに、社会福祉施設等綱酪 簿を作成

することを目的とし、全国の社会福祉施設等と障害者自立支援法による障害福祉サー

ビス事業所及び相談支援事業所に対して、毎年10月 1日現在で把握している。

なお、3年月期で精密調査を実施している (次回は平成み年実施予定)ざ この精密

調査は社会福祉施設等を対象に、調査事項のうちt在所者・従事者等の項目について、

より詳細事項を把握するものである。      .

ア 調査の対象

。生活保護法による保護施設

救護施設、更生施設、医療保護施設、授産施設、宿所提供施設

0老人福祉法による老人福祉施設

養護老人ホーム (一般、盲)、 経費老人ホーム、軽費老人ホームA型、経費老人ホ

ームB型、老人福祉センター (特A型、A型、B型)、 老人介護支援センタァ

・障害者自立支援法による障害者支援施設等



(ア)障害者支援施設、地域活動支援センター、福祉ホーム

(イ )旧身体障害者福祉法による身体障害者更生援護施設

肢体不自由者更生施設、視党障害者更生施設、聴覚・言語障害者更生施設、

内部障害者更生施設、身体障害者療護施設、身体障害者入所授産施設、身体障

害者通所授産施設、身体障害者小規模通所授産施設、身体障害者福祉工場

(ウ)旧知的障害者福祉法による知的障害者援護施設

知的障害者入所更生施設、知的障害者通所更生施設、知的障害者入所授産施

設、知的障害者通所授産施設、知的障害者小規模通所授産施設、知的障害者通

勤寮、知的障害者福祉工場

(工)旧精神保健及び精神障害者福祉に関する法律による精神障害者社会復帰施設

精神障害者生活勃1練施設、精神障害者福祉ホーム (B型)、 精神障害者授産

施設 (入所、通所)、 精神障害者小規模通所授産施設、精神障害者福祉工場

。身体障害者福祉法による身体障害者社会参加支援施設

身体障害者福祉センター (A型、B型 )、 障害者更生センター、補装具製作施設、

盲導大訓練施設、点宇図書館、点字出版施設、聴党障害者情報提供施設 、

・売春防止法による婦人保護施設

婦人保護施設

。児童福祉法による児童福祉施設

助産施設、乳児院、母子生活支援施設、保育所、児童養護施設、知的障害児施設、

自閉症児施設、知的障害児通園施設、盲児施設、ろうあ児施設、難聴幼児通園施設、

肢体不自由児施設、肢体不自由児通園施設、肢体不自由児療護施設、重症心身障害

児施設(情緒障害児短期治療施設、児童自立支援施設、児童家庭支援センター、小

型児童館、児童センター、大型児童館 (A型、B型、C型)、 その他の児童館、児童

遊園

。母子及び寡婦福祉法による母子福祉施設

母子福祉センター、母子休養ホーム

。その他の社会福祉施設等

授産施設、宿所提供施設、盲人ホーム、無料低額診療施設、
′
隣保館、今き地保健福

祉館、へき地保育所、地域福祉センター、老人憩の家、老人体養ホーム、有料老人

ホーム

・障害者自立支援法による障害福祉サービス事業所及び相談支援事業所

居宅介護事業所、重度訪問介護事業所、行動援護事業所、療養介護事業所、生活

介護事業所、児童デイサービス事業所、短期入所事業所、重度障害者等包括支援事

業所、共同生活介護事業所、自立訓練 (機能訓練、生活副1練)事業所、就労移行支

援事業所、就労継続支援 (A型、B型)事業所、共同生活援助事業所、相談支援事

業所



イ 調査の方法

調査は、調査客体に調査票を送付し、郵送により回収する方法で実施する。

なお、実査に先立ち、当該年の調査対象施設・事業所名簿を作成し、調査客体を確

定する。

ちなみに、平成20年までの調査は、以下に示す系統図のように、厚生労働省から地

方公共団体 (都道府県 。指定都市・中核市)の福祉事務所を通じて調査票を西己付し、

記入された調査票を福祉事務所が回収する方法と厚生労働省から直接調査票を送付して

記入された調査票を郵送により回収する方法で実施してきたところであり、平成20年

は国直轄調査分のみ公共サービス改革法に基づく民間委託により実施した。

平成21年からは、従来の地方公共団体経由分も国直轄調査とし、その業務は請負業

務の内容に含む。

ウ 調査の客体数

全数調査であるため、対象となる施設。事業所数は毎年変動するllll紙 1参照)。 なお、

平成21年の客体数は以下のとおりである。

社会福祉施設等 :約74,100施設

障害福祉サービス等事業所 :約39,200事業所

工 調査時期

調査の期日:毎年10月 1日

調査票の提出期限 :毎年10月 20日

なお、平成20年までは、地方公共団体経由のため、社会福祉施設等に対する調査票

の提出期限は毎年11月 15日 としていた。

オ 調査事項

社会福祉施設等の種類及び障害福祉サービス等事業所により、以下の調査票を用い
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障害福祉サービス事業所等



る。なお、 3年に 1度の精密調査年 (平成 21年実施)では、社会福祉施設等の各調

査票 (障害福祉サービス等事業所票を除く。)は、調査項目の増により、A4調査票の

紙面換算で簡易年調査 (通常、調査紙面A4片面 1枚又は両面1枚程度)の 2倍程度 (A
4両面 1枚又は両面 2枚程度)になることに留意する。

(ア )保護施設・老人福祉施設 。身体障害者社会参加支援施設等調査票

法人名、施設の名称、所在地、郵便番号、電話番号、活動状況、設置主体 ◆

経営主体、定員、在所者数 (精密年では、在所者の障害の程度別など詳細に把握

する)、 年齢階級別在所者数、職種別従事者数 (常勤・非常勤 ;精密年では、職

種別従事者を男女別など詳細に把握する)等

障害者支援施設等調査票

法人名、施設の名称、所在地、郵便番号、電話番号、活動状況、設置主体・

経営主体、定員、在所者数 (精密年では、在所者の障害の程度別など詳細に把握

する)、 年齢階級別在所者数、職種別従事者数 (常勤・非常勤 ;精密年では、職

種別従事者を男女別など詳細に把握する)等

児童福祉施設等調査票

法人名、施設の名称、所在地、郵便番号、電話番号、活動状況、設置主体・

経営主体、定員、在所者数 (精密年では、在所者の障害の程度別など詳細に把握

する)、 年齢階級別在所者数、職all従事者数 (常勤・非常勤 :精密年では、職

種別従事者を男女別など詳細に把握する)等

保育所調査票

法人名、施設の名称、所在地、郵便番号、電話番号、活動状況、設置主体・

経営主体、定員、在所児数、年齢階級別在所児数、職種別従事者数 (常勤・非

常勤 ;精密年では、職種別従事者を男女別など詳細に把握する)等

障害福祉サービス等事業所票

法人名、事業所の名称、所在地、郵便番号、電話番号、活動状況、経営主体、

事業所における事業の状況 (事業所名、活動状況)、 事業所におけるサービス

の提供状況 (定員、営業日数、 9月 中の利用実人員・利用延人数等)、 職種別

従事者数 (常勤 ◆非常勤)等

②介護サービス施設・事業所調査

介護サービス施設・事業所調査は、全国の介護サービスの提供体制、提供内容等を把

握することにより、介護サービスの提供面に着目した基盤整備に関する基礎資料を得る

とともに、介護サービス施設・事業所名簿を作成することを目的とし、介護保険施設、

居宅サービス事業所、介護予防サービス事業所、地域密着型サービス事業所、地域密着

型介護予防サービス事業所、居宅介護支援事業所、介護予防支援事業所に対して、毎年

10月 1日現在で把握している。

(イ )

(ウ )

(工 )

(オ )



なお、 3年周期で利用者の状況を把握する調査を実施している(次回は平成 22年実施

予定)。 この利用者調査は介護保険施設及び訪問看護ステーション・介護予防訪問看護ス

テーション対象であり、その記入は施設・事業所の管理者が行う。

ア 調査の対象

(ア )介護保険施設

指定介護老人福祉施設、指定介護老人保健施設、指定介護療養型医療施設

(イ )居宅サービス事業所 (訪問リハビリテーション、居宅療養管理指導を除く)

訪問看護ステーション、訪問介護事業所、訪問入浴介護事業所、通所介護事業

所、短期入所生活介護事業所、特定施設入居者生活介護事業所、福祉用具貸与事業

所、特定福祉用具販売事業所、通所リハビリテーショシ事業所、短期入所療養介護

事業所

(ウ )居宅介護支援事業所

(工 )介護予防居宅サービス事業所 (介護予防訪間リハビリテーション、介護予防居宅

療養管理指導を除く)

介護予防訪間看護ステーシヨン、介護予防訪問介護事業所、介護予防訪問入浴

介護事業所、介護予防通所介護事業所、介護予防短期入所生活介護事業所、介護

■予防特定施設入居者生活介護事業所、介護予防福祉用具貸与事業所、特定介護予

、
｀
防福祉用具販売事業所、介護予防通所リハビリテーション事業所、介護予防短期

入所療養介護事業所

(オ )‐介護予防支援事業所

(力 )'地域密着型サービス事業所

地域密着型介護老人福祉施設、夜間対応型訪問介護事業所、認知症対応型通所

介護事業所、小規模多機能型居宅介護事業所、認知症対応型共同生活介護事業所、

地域密着型特定施設入居者生活介護事業所

(キ )地域密着型介護予防サー
‐
ビス事業所

介護予防認知症対応型通所介護事業所、介護予防小規模多機能型居宅介護事業

所、介護予防認知症対応型共同生活介護事業所

イ 調査の方法

調査は、調査客体に調査票を送付し、郵送により回収する方法で実施する。

なお、実査に先立ち、当該年の調査対象施設 。事業所名簿を作成し、調査客体を確

定する。

ちなみに、平成20年までの調査は、以下に示す系統図のように、上記の (ア)介護

保険施設～ (キ)地域密着型介護予防サービス事業所に対する調査は、地方公共団体
の福祉事務所、保健所を通じて施設・事業所に調査票を配付し、記入された調査票を



福祉事務所、保健所が回収する方法、ただし、 (イ )～ (キ)の居宅サービス事業所等

の一部の事業所に対しては、厚生労働省から事業所に対して直接、調査票を送付し、

記入された調査票を郵送により回収する方法で実施してきたところであり、平成20年

は国直轄調査分のみ公共サービス改革法に基づく民間委託により実施した。

平成21年からは、従来の地方公共団体経由分も国直轄調査とし、その業務は請負業

務の内容に含む。

ウ 調査の客体数

全数調査であるため、対象となる施設・事業所数は毎年変動する偶り紙 1参照)。 なお、

平成21年の客体数は以下のとおりである。

介護老人福祉施設 。地域密着型介護老人福祉施設票 :約7,400施設

介護老人保健施設票 :約4,100施設

介護療養型医療施設票 :約2,600施設

訪間看護ステーション票 :約6,600事業所                 .
居宅サァビス事業所 (福祉関係)票 :約80,000事業所

地域密着型サービス事業所票 :約 14,900事業所

居宅サービス事業所 (医療関係)票 :約11,800事業所

工 調査時期

調査の期日:毎年10月 1日

調査票の提出期限 :毎年10月 20日

なお、平成20年までは、地方公共団体経由のため、介護保険施設及び居宅サービス

事業所等の一部に対する調査票の提出期限は毎年H月 15日 としていた。

オ 調査事項

介護保険施設、居宅サービス事業所等の種類により、以下の調査票を用いる。

(ア)介護保険施設

(イ )居宅サービス事業所
(ウ )居宅介護支援事業所     .
(工)介護予防居宅サービス事業所
(わ介護予防支援事業所
力)地域密着型サービス事業所
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イ)くキ)の居宅サービス事業所等の一部



(ア )介護老人福祉施設・地域密着型介護老人福祉施設票

法人名・施設名、施設の所在地、郵便番号、電話番号、活動状況、開設主体

及び経営主体、介護報酬上の届出、■ニットの状況、定員及び居室の状況、居

住費の状況、施設サービスの状況、食費の状況、併設の状況、職種別従事者数

(常勤 。非常勤)等

(イ )介護老人保健施設票

法人名 。施設名、施設の所在地、郵便番号、電話番号、活動状況、開設主体、

介護報酬上の届出及び施設の区分、ユニットの状況、定員及び療養室の状況、

居住費の状況、施設サービスの状況、食費の状況、併設の状況、職種別従事者

数 (常勤・非常勤)等

(ウ )介護療養型医療施設票

法人名・施設名、施設の所在地、郵便番号、電話番号、活動状況、開設主体、

介護報酬上の届出、ユニットの状況、病床数、病室の状況、居住費の状況、施

設サービスの状況、食費の状況、併設の状況、職種別従事者数 (常勤・非常勤)

等

(工)訪問看護ステーション票・

法人名・ステーション名・ステーションの所在地、郵便番号、電話番号、活

動状況、サービスの種類、開設主体、加算等の届出の状況、出張所等 (サテラ

イ ト事業所)の状況、9月 中のサービスの提供状況、9月 中の職種別訪間回数、

職種別従事者数 (常勤・非常勤)等

(オ)居宅サービス事業所 (福祉関係)票
｀
法人名 。事業所名・事業所の所在地、郵便番号、電話番号、活動状況、サー

ビスの種類、経営主体、サービスの提供状況、食費の状況、職種別従事者数 (常

勤・非常勤)等

(力 )地域密着型サービス事業所票

法人名 。事業所名 。事業所の所在地、郵便番号、電話番号、活動状況、サー

ビスの種類、経営主体、サービスの提供状況、食費の状況、職種別従事者数 (常

勤・非常勤)等

(キ )居宅サービス事業所 (医療関係)票

法人名・施設名・施設の所在地、郵便番号、電話番号、活動状況、施設の種

類・サービスの状況、開設主体、介護予防短期入所療養介護・短期入所療養介

護の状況、介護予防通所リハビリテーション・通所リハビリテーションの状況、

職種別従事者数 (常勤 。非常勤)等

(ク )介護保険施設利用者個票 (平成 22年実施予定 :調査事項については、平成19年

調査時点である)

性別、出生年月日、要介護度、主傷病名、認知症高齢者の日常生活自立度、



障害高齢者の日常生活自立度 (寝たきり度)、 利用料、医療処置等の状況等

(ケ)介護保険施設利用者一覧票 (平成 22年実施予定 ;調査事項については、平成19

年調査時点である)

性別、出生年月日、要介護度

(コ )訪問看護ステーション利用者個票 (平成22年実施予定 ;調査事項については、平

成19年調査時のものである)

性別、出生年月日、要介護度、主傷病名、認知症高齢者の日常生活自立度、

障害高齢者の日常生活自立度 (寝たきり度)、 訪間先の状況、同居家族の状況、

利用料、訪問看護等の状況等

(サ)訪間看護ステーション利用者一覧票 (平成 22年実施予定 ;調査事項については、

平成19年調査時のものである)

性別、出生年月日、要介護度                     .

(2)社会福祉施設等調査、介護サービス施設・事業所調査に係る請負業務の内容

社会福祉施設等調査、介護サービス施設・事業所調査に係る請負業務は、調査対

象名簿の作成 (平成21年度は除く。)、 調査関係用品の印刷、調査票等の送付、調査

票の回収・受付、督促、照会対応、個票審査、データ入力とする。

ア 業務期間
平成21年 8月 (契約締結後)から平成24年 3月 31日 までとする。

なお、平成21年度、平成22年度、平成23年度それぞれの業務期間は以下のとおり。

・ 平成21年度は平成21年 8月 (契約締結後)から平成22年 3月 31日 まで
。 平成22年度は平成22年 6月 から平成23年 3月 31日 まで
。 平成23年度は平成23年 6月 から平成24年 3月 31日 まで

イ 厚生労働省からの貸与及び提供物件
①～③については、契約後に提供し、④～①については、入札説明会時に提供す

る。

① 平成21年施設・事業所名簿用原データ (電子媒体)
② 調査関係用品の印刷原稿 (別紙 2「 調査関係用品一覧」参照。なお、見本につ

いては、入札説明会時に提供する。)

③ 厚生労働省大臣官房統計情報部長の公印の印影 (「調査についてのお願い」に

押印する。)

④ 調査対象施設 。事業所名簿作成仕様書

⑤ 調査関係用品印刷仕様書
⑥ 調査票等組み付け。発送仕様書



⑦ 受付。審査仕様書
.

③ 入カデータ仕様書
⑨ 照会対応等業務要領及び照会対応事例集
⑩ 統計調査の民間委託に係るガイドライン
① 過去の調査の手引き

ウ 業務内容及び件数
この実施要項に基づいて業務を請け負い実施する事業者 (以下「民間事業者」という。)

が実施する業務 (以下「本業務」という。)は以下のとおりである。

なお、対象客体、業務内容と件数の関係は、別紙 1のとおりである。

①実査準備  調査対象施設 。事業所名簿の作成等 (調査対象施設 。事業所名簿の ´
作成、調査票等印字用プレプリントデータの作成)、 調査関係用品の

印刷 (プレプリントを含む)

ただし、平成 21年度は調査対象施設・事業所名簿の作成を除く。
②実査    調査票及び調査関係用品の送付 (再送付を含む)、 調査票の回収、

督促、照会対応

なお、調査票の回収にあたり、オンラインを利用することを提案し

てもかまわない。ただし、提案を行う場合には、民間事業者は、5(2)・
     .

イの企画書においてその具体的な内容を盛り込むこと。

③審査    受付、内容チェック、回収調査票による調査対象施設・事業所名簿  1
の更新

④データ入力

上記に示す①～④の行程の業務内容は、以下のとおりである。

(ア)調査対象施設・事業所名簿の作成等 (6月 ～ 7月 下旬)

調査対象施設・事業所名簿作成仕様書 (入札説明会時に提示する。)に基づき、

社会福祉施設等調査、介護サービス施設・事業所調査について①～③を行う。

なお、当該作業の各工程で厚生労働省の検証を受けなければならない。

① 厚生労働省から提供する最新の施設。事業所名簿を基に施設。事業所の名称、

所在地を標準化し、名寄せデータに加工するためのコード付け等を行う。

② 法人名 。所在地により名寄せ (※)を行い、本業務に必要な調査対象施設・事

業所名簿 (別紙 3)を作成する。また、社会福祉施設等調査と介護サービス

施設 。事業所調査の両調査が対象の施設・事業所の名寄せを行い、同一封筒

にて送付可能な組み合わせ数を確定する。



③ 併せて、調査票等印字用プレプリントデータ (別紙 4)の作成を行う。

注 (※):名寄せとは、異なるサービスの種別について法人名・所在地が同じ

ものに同一の番号を付与し、 1つにすることである。

(イ )調査関係用品の印刷(6月 ～9月 上旬、ただし、平成21年度は8月 ～ 9月 下旬)

調査関係用品印昴り仕様書に基づき、社会福祉施設等調査、介護サービス施設・事

業所調査について関係書類の印昴1を行う。調査票関係用品は、厚生労働省が貸与

した印刷原稿を基に版下を作成し、厚生労働省の承認を受けた上で印刷を行う。

名簿作成時に同時に作成したプレプリントデータを調査票等に印字する。印字の

際のポイントや位置についても厚生労働省の承認を得ること。なお、印刷部数は
'

見込み数であり、名寄せ作業の完成度により増加する場合がある。また、未着等

による再送付にかかる分も見込んで印刷すること。

(ウ)調査票受付簿の作成 (7月 下旬～9月 下旬、ただし、平成21年度は8月 下旬～

10月 下旬)

調査票受付簿とは、調査票の回収状況を管理するために、調査票受付日や受

付者など受付内容を記載する帳票をいう。調査対象施設・事業所名簿を基に、

調査票受付簿 仰l紙 5)を作成する。

(工 )調査票及び調査関係用品の封入 。発送 (9月 中旬～ 9月 下旬)

調査票等組み付け。発送仕様書に基づき、作成した発送用封筒に調査票及び調

査関係用品を封入 偶り紙 6「発送用封筒に封入する調査票及び調査関係用品一覧」

参照)・ 封絨後、調査対象施設・事業所名簿従勁口名簿分も含む。)に基づき、送

付する。送付については、ヽ確実に被調査者の手元に到着することが保証される場

合には、信書便以外の方法も可とする。

なお、平成21年度は遅くとも10月 上旬頃までに発送を完了させること。

また、調査票の提出期限は平成21年に限り、H月 10日 とする。

(オ)調査対象事業所からの照会対応 (9月 下旬～H月 下旬、ただし、平成21年度は

10月 上旬～11月 下旬)

① 調査対象事業所からの問い合わせ、苦情に対し、厚生労働省が貸与する照
会対応等業務要領及び照会対応事例集に則して対応 (回答)する。

なお、照会対応事例集以外の問い合わせや苦情があつた場合は、その都度、

厚生労働省に確認し、対応方法等について対応する者全員に周知すること。

② 照会対応の受付時間は、平日の10時から18時までを含むこととする。
③ 問い合わせや苦情について、混雑時においては、電話の増設。人員再配置等
を迅速に行うなど、応答率の向上に努めること。なお、照会対応件数のピーク

は調査票提出期限前後であるので留意すること。その対応状況は、厚生労働省

に事前に報告すること。

④ 調査に対する問い合わせ、苦情等の電話には誠意を持つて応じること。
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